平成24年　職員の給与等に関する報告の概要
平成24年9月28日
浜松市人事委員会

	本年のポイント 

月例給、期末・勤勉手当ともに改定なし 

1. 月例給は、公民較差（92円（0.03％））が極めて小さいことから、改定なし 

2. 期末・勤勉手当（ボーナス）は、民間の支給割合とおおむね均衡し、改定なし 


1　公民給与較差に基づく給与改定

1　民間給与との比較

 　企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の342の市内民間事業所を母集団として、そのうち無作為に抽出された105事業所の実地調査を行った。（調査完了事業所98事業所）

(1)月例給 

	 民間給与
	職員給与 
	較差 

	 368,002円
	 367,910円
	 92円（0.03％）


(注)上記職員(事務職員・技術職員)の平均年齢は43.5歳、平均経験年数は23.2年である。 

(2)特別給（ボーナス） 

民間の支給割合　3.89月（職員の支給月数　3.9月） 

2　給与改定

(1)月例給 

	ア　行政職給料表
	　本市職員の給与が民間企業従業員の給与を92円（0.03％）下回っているものの、公民格差は極めて小さく、給料表の適正な改定が困難な状況であることから、改定なし

	イ　医療職給料表
	　行政職給料表との均衡を勘案し、改定なし

	ウ　教育職給料表
	　静岡県の高等学校等教育職給料表との均衡を基本


　 

(2)期末手当・勤勉手当（ボーナス） 

民間の支給割合（3.89月分）とおおむね均衡しており、改定なし（現行3.9月分）　　　 

2　給与等に関する課題　

1　50歳台後半層に係る昇給・昇格制度

　本市においては、高齢層を中心とした給与の引下げ措置を行ってきたところであるが、民間では高齢層において給与の上昇をより抑制する傾向が見られる。公務と民間では、昇任等の人事管理制度に相違があることが一因であるものの、国や他の地方公共団体の動向を踏まえながら、民間の給与カーブにより近づける制度の導入を図ることが必要である。

2　常勤の一般職員以外の職員に係る勤務条件

　働きやすい職場環境づくりの観点から、休暇等の勤務条件について向上が図られているところであるが、今後においても国や他の地方公共団体の状況等を考慮する中で、引き続き調査・研究を進める必要がある。

3　職員の勤務条件等に関する諸課題

1 　人材の確保・育成

　職員の採用においては、これまでも採用説明会等を通じて情報発信や募集活動を実施してきたが、今後もそれらを積極的かつ効果的に行うとともに、受験者の資質や特性を見極める人物重視の採用について研究を重ね、優秀で意欲のある多様な人材を確保するための取組をさらに推進する必要がある。また、職員の能力や意欲を高めるためには、長期的な展望に立った計画的な研修とともに、職員の積極的な自己啓発や能力開発に対する支援が必要であるが、併せて組織として人材育成に取り組む職場風土を醸成することが重要である。 

2　人事評価制度

　人事評価制度がその機能を十分に発揮するためには、評価者の技量と資質の一層の向上と評価結果の活用が必要であり、具体的な評価の手法、手続等について、評価を受ける職員の十分な理解と納得を得ることが重要である。本年１月から昇給における実施対象を管理職以外の一般職員に拡大しているが、今後においても評価の信頼性と客観性をより高めるための取組を推進していくことが必要である。 

3　時間外勤務の縮減

　本市においては、縮減に向けた様々な取組により、一人当たりの平均時間外勤務時間数には一定の成果が認められるものの、依然として長時間の時間外勤務の実態も見受けられる。管理監督者においては、時間外勤務の縮減は、職場管理における重要な責務の一つであることを念頭に、業務計画の進捗状況を管理する中で、個々の職員の勤務状況等を的確に把握し、適正な業務配分を行うことが必要である。また、職員においては、時間外勤務における基本的なルールを一人ひとりが再認識するとともに、担当業務の的確な進捗管理を図ることが重要である。 

4　職員の勤務環境の整備等

(1)仕事と家庭の両立支援 

　「浜松市特定事業主行動計画（後期）」で重点項目とした「男性職員の育児参加」については、育児休業取得促進の一助となるよう「短期間（１か月以下）の育児休業取得者に係る期末手当の見直し」措置を行ったところであるが、育児休業を取得した男性職員が極めて少ない状況が続いていることから、職場の理解と協力という環境整備も含め、今後も引き続き仕事と家庭の両立支援のための取組を進めていく必要がある。

(2)心の健康づくりの推進 

　メンタルヘルス対策は、発生の予防や早期発見・早期対応に重点を置く必要があることから、職員においては、心の健康づくりへの意識をより一層高め、自己に適したストレス対処法を身に付けていくことが重要である。管理監督者においては、常に部下である職員の心の健康状態の把握に努めるとともに、快適な職場環境と良好な人間関係の構築に努めていくことが必要である。また、今年度から新たに取り組んだ各職場への「メンタルヘルス推進員」の設置は、職場におけるメンタルヘルス対策の充実を図るもので、その効果が期待される。一方、長期病休者への対応として、「職場復帰支援プログラム」により円滑な職場復帰と再発防止に取り組んできているところであるが、今後においても対象職員にとって最善の方法を研究していく必要がある。
　「パワー・ハラスメント」については、職員の心の健康保持と良好な職場環境づくりのため、引き続き管理監督者への研修等を開催する中で、予防・解決の重要性に対する意識の啓発を図る必要がある。 

5　高齢期の雇用問題

　雇用と年金の接続の課題に対応する必要があることから、国や他の地方公共団体の動向を踏まえながら、現行の再任用制度の活用など、定年退職後の任用制度の在り方について検討を進める必要がある。 

6　労働基本権

　地方公務員の労働基本権の在り方については、国家公務員制度改革基本法により、国家公務員の労使関係制度に係る措置に併せ、これと整合性をもって検討すると規定されている。本市においても、引き続き国の動向を注視していくことが必要である。 

7　公務員倫理

　職員においては、一人ひとりが全体の奉仕者であることを強く自覚し、法令の遵守と倫理観の堅持に一層努めるとともに、公務員としての使命感を持って職務に精励することで、市民の期待と要請に応えることが必要である。また、任命権者においては、各部局を単位としたものや階層別研修の中で、公務員倫理の保持を目的とした研修を実施しているが、今後においても、あらゆる機会を通じ、引き続き職員の倫理意識の高揚に努め、厳正な服務規律の確保を図る必要がある。 

【参考】

職員の平均給与月額の状況（事務職員・技術職員） 

	 
	  平成24年(Ａ)
	平成23年(Ｂ) 
	(Ａ)－ (Ｂ) 

	 給料
	332,640円
	 334,843円
	 △2,203円

	扶養手当 
	11,296円 
	11,403円 
	△107円 

	住居手当 
	 4,360円
	 4,267円
	93円 

	その他 
	 19,614円
	 19,736円
	△122円 

	 合計
（年齢）
	367,910円 
（43.5歳）
	370,249円 
（43.5歳）
	△2,339円 
　（0.0歳）


※　その他は、地域手当、管理職手当及び単身赴任手当
